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はじめに ける研究費の 組織 別 負担割合は民間 78, 鰍であ るのに 対 

企業は、 永続的な発展をめざしてイノベーションを 連 して政府 20.7% 、 これは米国のそれが 民間 71.4% 、 政府 

続的に生み出す 組織的な努力に 注 力 するなかで、 次第に 28. 概であ ること、 朋 (2 ㏄ 1 年度 ) のそれが、 民間 58. ㎝、 

イノベーションの 中心的担い手として、 政府や大学等と 政府 34.4% であ ることに比較して 上回っている L3L 。 この 

の間で、 知識をはじめとする 諸資源のフローを 伴 ライン 事実を鑑み、 イノベーションに 関連する機関・ 組織 ( 企業、 

タラクション ( 相互作用 ) を形成，するようになった。 こ 研究所、 大学等 ) が、 研究活動や産業化活動、 あ るいは産 

のインタラクションが 行われる諸制度の ネ、 ッ トワークを 学連携活動によって 研究成果を拡散・ 普及することを 通 

一国における 有機的なシステムであ ると捉えた場合の 全 じて イノベーションを 生み出すシステムを 模式的に表す 

体像が「ナショナル・イノベーション・システム (NIs) 」 際に、 企業における 産業化活動を 中心に置き、 この活動 

であ る。 この概念は、 1980 年代後半に C. フリーマン、 R.  を様々な面から 支援する装置として 他のセクターを 配置 

か ネルソンらによって 提唱されたが、 フリーマンは、 NIS  した ( 図工 ) 。 ここでは、 5 つのセクタⅠ科学的知識 創 

を嚇 しい技術の開発、 導入、 普及に関連する 私的，公 造 セクタⅠエンジニアリンバセクタⅠプライベート 

的 セクタ一の ネ、 ッ トワーク」と 定義している [1] 。 セクター、 資金提供セクタ 二 政策セクタ一に 概略的に 

第二次大戦後の 日本企業は、 欧米の先端技術を 急速に その機能を分け、 これらのセクタ 一間で形成されるイン 

導入し、 そのインクリメンタル な 改良にとどまらず、 鉄 タラクション ( 相互作用 ) を矢印によって 表示し力も知 

鋼 、 自動車、 エレクトロニクスなどの 産業分野では 独自 識 および資金の 流れを、 実線および波線の 矢印で示した。 

のイノベーションも 実現してきた [2L 。 しかしながら、 欧 また、 斜線でハッチンバした 矢印は、 暗黙 知 あ るいは 知 

米 先進国への キヤ ソチアップを 完了しフロントランナー 識と育 ちには暗黙的で 判然とはしないが、 知識創造を促 

の一角を占めるに 至った日本企業には、 新たな産業の 創 す前駆体的なものを 表現した。 

出に結びつくラディカル な イノベーションの 実現という 科学的知識創造セクタ 一においては、 科学技術政策   

課題が突きつけられている。 言い換えれば、 近年、 日本 プライベートセクタ 一の要望、 セクタ一内の 自律的創造 

における NIS は、 その進化プロセスの 大きな岐路に 直面 により、 科学的知識 : 知識 S が創出され、 プライベート 

しているといえるのであ る。 セクタ一に伝播 し 、 科学リテラシ 一等を生み出す。 また、 

本稿では、 我が国の NIS を 機 暁諭的な観点から 表現す 知識 S はエンジニアリンバセクタ 一にて利用され、 技術 

る概念図を用いて 知識の流れを 概観し、 科学的な知識を 知識 : 知識 E の増加を促す。 

生み出す大学等の 組織と、 その知識を利用しっ っ 新たな プライベートセクタ 一では、 社会的な価値観や 科学 リ 

知識を生み出し 事業化する企業等との 間の相互作用、 政 テラシ一などから 形成された規範・ 要望などが科学的知 

策の関与を考察する。 あ わせて大学における 新しい研究 講創造セクタ 一に影響を与え、 知識 S の創出を促す。 

組織の動向を 紹介し、 ラディかし む イノベーションの 実 エンジニアリンバセクタ 一では、 プライベートセクタ 

現を可能にする 知識創造について 考察する。 一に内在する、 欲求 ( 製品やサービスへの ) 、 価値観を 、 

科学的知識創造セクターからの 知識 s をもとにコンセプ 

1. Ⅲ S における 知世 フロ一の 億 会日 トに 高められ、 形式 知が 創造される。 即ち、 知識 E が 生 

日本のイノベーションに 見られる著しい 特徴は、 企業 み出される。 これは技術開発、 製造生産、 販売の過程を 

による旺 盛な研究開発活動であ る。 2 ㏄ 2 年度、 日本にお 経て、 プライベートセクタ 一に製品やサービスという 形 
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で 価値提供される。 また、 知識 E の一部は、 このセクタ 

一にストックとして 蓄えられるとともに、 一部は知識の 

陳腐化に遭い 散逸する。 ここでの知識創造は、 経済産業 

政策や資金提供セクターからの 資金により補強されるが、 

一連のプロセスはアントレプレナーシップにより 駆動さ 

れ、 推進される。 これを表現するためにエンジニアリン 

グプロセスの 中心にアントレプレナーシップを 置いね 
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教育・労働・ 税制・交通・ 通信・厚生取集 
政策立案セクター   

図工． 日本に於けるナショナル・イノベーション・システム 概念図 

2. 定住的な知 甘 フロ一の 接る 舞い 於ける知識から 触発される知識の 生成率 kse, kes) 」、 「 流 

科学的知識創造セクター と エンジニアリンバセクタ 一 入する外部資金 (Fs,Fe) 」と「その知識生成率 (Cs, ㏄ ) 」 

との知識フロ 一に注目し、 そこに於ける 知識 S 、 E の知識 により、 以下のような 方程式で近似的に 表すことが出来 

ストック ss および Se の増減を考察する。 単純化のため る。 

プライベートセクターとの 知識フロー を 介した相互作用 

に 関しては無視する。 各セクタ一における 知識の単位 時 

間 当たりの増加分 dSs/dt,dSe/dt  は 、 「そのセクタ 一にお 

ける知識生成率から 陳腐化率および 他のセクターへの 流   

世事とを差し 引いたもの (kss,  kee) 」「他のセクタ 一に この方程式の 振る舞いは、 係数の作るそ テ列 
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/kss kS 。 Ⅰ 一方、 投資効率の よい ファンディン グ のタイミング とそ 

Ⅰ kes kee/ の量および パ タンについては、 微分方程式を 計算機シミ 

により特徴づけられる。 たとえば、 エンジニアリンバセ ュレーションすることで 情報が得られる。 しかしながら、 

クタ一での知識需要が 旺 盛で、 人材の移動を 伴って科学 各要素の係数を 具体的に定量化することは 困難で、 定性 

的知識創造セクターから 知識が流出する 場合には、 kse が 的な議論にとどまらざるを 得ない。 

負 になる。 この場合、 上記行列の固有方程式は 虚根を持 近年、 科学技術予算は 高、 Ⅴ 申 びが維持されている。 実 

っ可能性があ り、 その場合周期解が 現れる。 これは、 知 際、 科学技術振興 費は 1996 年度を 100 とすると 2 ㏄ 4 年 

我流出の影響を 受けて、 次第に知識 s の生成は鈍り、 や 度は約 170 であ る。 科学技術基本計画第一期 17 兆円、 第 

がては知識の 陳腐化の影響で 知識ストック Ss は減少に転 二期 24 兆 W という科学技術予算の 執行によって 研究開 

ずる。 一方、 エンジニアリンバセクターは 科学的知識創 発 投資が活発になされたからであ る。 この ょう な資金の 

造セクターからの 知識流入により 一時はそのストックを 投入は 、 新たな科学技術知識を 増加させるが、 さらに産 

増加させるが、 知識ストック ss の減少を受けてやがては 業技術の向上を 導出し、 産業振興を誘導するには 係数 kes 

減少に転じ、 知識需要が減少することから 科学的知識創 の増大を政策誘導されることが 必要であ る。 実際、 科学 

造 セクターからの 知識流出が止まり、 再び知識ストック 技術の成果が 産業競争力の 強化に帰結されていないとの 

Ss が増加に転ずるからであ る。 批判もあ り、 様々な政策が 施行されている。 これらの 政 

策を図 2 にまとめるが、 政策意図が NIS 概念図において 

受花研究に関わる 溝金の受け入れ 円滑化 国有寸 睦長 の使用 : 廉価、 連携 

研究公務黄の 役 甘兼莱 研究交流のための 不動産取得税の 特例 

勤務時日町内兼業 芙司 研究 百 G 皮 整備促進 
共同研究 ビ / タ一 整備 

研究成果最近移転事業 
産学官連携支援事案 

技術移転支援 セヵ - 
産字連携等研究圭の 設定 

固 大法人の丁しひ ヘ の出資可能化 
TLCx の国立施設無償使用 六字舞 ヘソ チャー創出推進事業 

大学 発へ " ソ チ卜の国立大学施設使用 可 首引 ヒ 

    

    

地域研究開発促進拠点支援草莱キテ。 ィネづ、 叫 い企業地域新生ルソ 、 ， リ アム研究ト   

7% レプリ     産米技術実用化開発補助 
ゴ / セ ブト創 ナーシ ゥヲ     

  
  ;  産学官連携実用化 

                  大学 発へ 。 ン持一 経営等支援                     ツセノキュぜ - シン施設整備     

販売   

    国 大枚其の経常法務アドバイザ 一花 案 -... ソ "   地域新規産業創造技術開発 

  新卒業刈 田促進忠志 づ妓援 

エンジニアリンバセウタ 一 

図 2. NIS のセクタ一間の 相互作用あ るいはフローを 促進する政策とポジション 
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どの相互作用や プ ロニアクタ一の 行為を促しているか 

ということがイメージできるよ う に配置した。 多くの政 

策が、 科学的知識創造セクターからエンジニアリンバセ 

クターへの知識の 移転を促進することを 目的にしている。 

一見すると、 イノベーションが、 研究 づ 開発 つ 製造～販 

売のリニアモデルで 創出されることを 前提に制度設計さ 

れている様にも 思われるが想像の 域を出ない。 

3. 挿しい知のね 造の仕 穏み 

前章では、 ニセクタ一間の 知識フローを 定性的に扱っ 

たが、 独立行政法人 ィヒ した最近の国立大学においては、 

プライベートセクターも 含め、 他のセクターとのより 多 

くの相互作用を 意識した組織が 形成されてきた。 そこで 

は、 新しい知識生産の 様式であ るモード 2 の知識創造 閃 

が 意図されている。 同時に、 従来の大学のシステムにと 

らわれない機動性や 弾力性を兼ね 備えた組織運営を 目指 

した組織の長のリーダーシップ 発揮による速やかな 意思 

決定システムの 実現、 優れた成果を 生み出す研究開発シ 

ステムの創出を 目標として掲げている 例があ る 固 。 これ 

は「知の且判知 と 言われる現在にあ って、 NIS の一翼 を 

担う大学の重要性が 増していることを 大学が認識してい 

る証でもあ り、 イノベーションモデルのリニアモデルか 

らのパラダイムシフトに 対応した動きであ るとも解釈す 

ることが出来る。 

- 方 、 研究費の確保に 際して競争的資金の 活用が重視 

されてきているが、 その獲得を目指す 余り、 短期的な成 

果をのみ追求する 方向に一斉にシフトするなら ぱ 、 二節 

で述べた理由で 長期的にはイノベーションのダイナミク 

スは 低下することも 十分予想される。 一見非効率でも、 

多様性を重んじることで NIS の安定性を確保することが 

出来るという 視点も忘れてはならないであ ろう。 

おわりに 

知の流れの観点から、 ナショナル・イノベーション ， 

システムにおけるセクタ 一間の相互作用、 特に今回は、 

科学的知識創造セクターとエンジニアリンバセクタ 一間 

の知識ストックの 交換について 機械論的概念図を 用い議 

諭 した。 今後は、 このモデルに 基づいた相互作用の 定量 

的な計測が課題として 挙げられよ う が、 解析性を追求す 

るあ まり NIS の実態を反映し 得ない非現実的な 結果を 

与えることも 危惧され、 モヂル 自体、 あ るいは機械論的 

な 見方から、 総合的総括的であ る「オーガニック」な 見 

方へ見直すことも 課題であ る。 しかしながら 機械的モデ 

ルであ っても、 NIS 全体を概観すると、 科学的知識が 市 

民社会に伝播 し 、 科学リテラシ 一の向上を介して、 ェン 

ジニア リングセクタ 一での知識創造も 含め、 それを醸成 

する「友好的な 場」の形成に 役立であ ろうことも示唆さ 

れる。 今後、 知識創造の「 場 」の観点から、 NIS の中に 

どのような「 場 」設定し政策への 反映を促すかという 研 

究の進展を期待したい。 
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